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1．はじめに
2017度の『地方財政計画』によれば、国から地方
への移転財源である地方交付税は16兆円規模とさ
れる。地方財政全体の規模が86兆円であること
や、国の一般予算が97兆円規模であることを考え
れば、地方交付税は非常に大きな交付金であると
いえる。また、2003年から2006年にかけて実施さ
れた三位一体改革で地方交付税が単年度で数兆
円、累計約5兆円の削減がなされたことで、多く
の地方公共団体が財政運営の見直しを余儀なくさ
れたことは記憶に新しく、地方交付税が地方公共
団体にとっていかに重要な財源であるかというこ
とは、広く認識されている。
このように、国と地方全体にとっても金額が大
きく、また、個別の地方公共団体の財政運営に重
大な影響を与える地方交付税に関しては、多くの
研究者から関心が寄せられ長く研究がされてきた。
地方交付税に関する研究としては、中井（1986、
1988）による研究を先駆けとして、ほぼ同時期に行
われた貝塚他（1986、1987）、林（1987）があげられ
る。また、これに続く形で、長峯（2000）、門前・
福重 （2002）、湯之上（2005）、井堀他（2006）、湯之
上他（2009）、浅羽（2012）による研究が行われ、ま
た最近では、広田・湯之上（2016）などでも分析さ
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Since the local allocation tax grants play an important role in local public finance 
in Japan, the grants system generates much interest from many researchers. Previ-
ous studies tried to clarify the grants system and found out the basic mechanism of the 
grants system. However it is necessary to analyze more details about the grants sys-
tem, especially how does “adjustment coefficients” affect the standard fiscal needs. 
We focused on the city-type which partially determines the adjustment coefficients. In 
order to estimate the effect of city-type change on the standard fiscal needs, we used dif-
ferences in differences analysis. We found out that some patterns of city-type change had 
positive effects on the amount of the standard fiscal needs. 
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れ、約30年に渡って研究が続けられてきている。
こうした研究の主要な関心は、地方交付税の複雑
な算定構造を明らかにすることであった。
しかし、複雑な計算を経て決定される地方交付
税の基準財政需要額について、補正係数などの個
別項目が基準財政需要額の全体にどのような影響
を与えるのかは、未だ明らかとはなっていない。
そこで本稿では、基準財政需要額の算定構造をよ
り詳細に分析するため、わが国の地方財政調整
制度の創設時2から存在する態容補正に注目する。
態容補正の中でも、普通態容補正の行政の質及び
量の差による種地を取り上げて、種地の変更が基
準財政需要額に与える影響を分析する。本稿が取
り上げる種地の変更は、人口関連指標や経済構
造、宅地価格などの客観的指標に基づいて決定さ
れるため、地方公共団体にとっては外生変数であ
ると現段階では考えられる3。そこで、差分の差
分による分析を用いて、種地変更による基準財政
需要額への影響を分析する。
本稿の構成は、2節で地方交付税の制度及び種
地について概観し、3節で記述統計や簡単な検定
を用いて種地と基準財政需要額との関係を見る。
そして、4節で差分の差分による分析を種地変更
による基準財政需要額への影響を分析する。5節
はまとめである。
2．地方交付税種地の概要
地方交付税交付金は、行政サービスの財源保障
機能と地域間格差を是正する財政調整機能の二つ
の機能を持つとされる4。その総額は16兆円規模
に達しており、わが国最大規模の補助金であると
いえる。地方交付税総額については、国家予算と
して全体の枠組みとして決定される一方、地方
公共団体個別の交付額については、基準財政需要
額と基準財政収入額をもとにして決定される。基
準財政需要額とは、地方公共団体が標準的な行政
サービスを行った際に必要となる歳出額の推定額
である。基準財政需要額は、行政サービス項目ご
との単価（単位費用）と各地方公共団体が提供して
いる行政サービスの量（測定単位）、そして地域ご
との自然的・社会的条件を補正する係数（補正係
数）を乗じて計算される。一方、地方公共団体の
標準的な収入を示すとされる基準財政収入額は、
おおよそ地方税収の一定割合と地方譲与税の合計
額として計算される。
本稿で用いる種地とは、基準財政需要額の算
定における普通態容補正に用いる地域区分のうち
で、「行政の質及び量の差による種地に係る地域
区分」（普通交付税に関する省令、第11条第1項）
のことを指す。こうした種地は、都市化の程度に
よって行政サービスにかかる費用が異なることを
基準財政需要額に反映させるため設定されてい
る。一般に、都市化が進むにつれて、行政サービ
スの費用は大きくなると考えられる。石原（2016）
によれば、全ての市町村をそれぞれに地域におい
て中核的な性格を持つⅠの地域と、それ以外のⅡ
の地域に大きく分類して、それぞれの地域区分に
おいて、都市化の度合いに応じて1から10の種地
に分類している、とされる。1種地から10種地の分
類については、Ⅰの地域は、人口集中地区人口、
経済構造5、宅地平均価格指数、昼間流入人口で
得点化し、得点の低い、すなわち都市化の度合い
が低い市町村から順に1種地から10種地へと分類
されている。次にⅡの地域については、Ⅰの地域
からの距離、昼間流出人口比率、経済構造、宅地
平均価格指数で得点化し、同じく点数が低く都市
2 石原（2016）、p.311。
3 政治家や官僚などによる政治的な要因によって種地の決定がなされている可能性もあるが、種地に対する政治的な影響に関する研究がほ
とんど行われていない。今後の研究の進展が期待される。
4 地方交付税制度については、『地方交付税制度解説』や石原（2016）などを参照されたい。
5 ここでの経済構造とは、全産業就業者に対する第2次及び第3次産業就業者の割合である。
80
Journal  of  Policy  Studies   No.55  (March  2018)
化の度合いが低い市町村から順に1種地から10種
地へと分類されている。これらの分類をもとに、
Ⅰの地域とⅡの地域を比べれば、中核的な性格を
持つⅠの地域の基準財政需要額は大きくなり、種
地番号の小さな市町村と種地番号の大きな市町村
を比べれば、種地番号の大きな市町村の基準財政
需要額が大きくなるように補正が行われる。
3．種地に関する基礎的分析
まず、本稿の分析で用いるデータについて、種
地の地域区分、類似団体の地域区分については、
『市町村決算カード』の各年度版より用いた。次
に、基準財政需要額及び人口のデータは、『市町
村別決算状況調』の各年度版より用いた。分析対
象は全ての市町村であり、分析期間は2012年度か
ら2014年度である。この分析期間には、種地の見
直しが行われた2013年度が含まれている。
種地の地域区分の分布を理解するために、よく
知られた類似団体の地域区分と比較を行う。類似
団体の地域区分は『類似団体別市町村財政指数標』
表1. 種地の地域区分と類似団体の地域区分（2013年度）
都市類似団体 Ⅰ-0 Ⅰ-1 Ⅰ-2 Ⅰ-3 Ⅱ-0 Ⅱ-1 Ⅱ-2 Ⅱ-3 Ⅲ-0 Ⅲ-1 Ⅲ-2 Ⅲ-3 Ⅳ-0 Ⅳ-1 Ⅳ-2 Ⅳ-3 特例 中核 政令 小計
Ⅰ
の
地
域
1種地 23 59 0 3 2 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 95
2種地 26 65 3 2 15 46 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 160
3種地 2 5 2 1 10 40 14 3 6 8 0 0 0 1 0 0 0 0 0 92
4種地 0 0 0 0 4 24 2 3 3 37 0 2 2 8 0 0 1 1 0 87
5種地 0 0 0 0 0 2 1 0 1 17 0 4 2 18 2 0 21 13 0 81
6種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 1 9 22 1 35
7種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 0 2 5 6 17
8種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 6
9種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4
10種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3
Ⅱ
の
地
域
1種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2種地 5 14 1 0 2 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 26
3種地 4 20 6 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 34
4種地 1 4 0 1 4 10 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 21
5種地 1 2 0 0 0 10 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15
6種地 0 2 0 0 3 11 1 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 19
7種地 0 1 0 0 0 20 0 1 0 4 0 0 1 0 0 0 0 0 0 27
8種地 0 0 0 0 0 11 0 3 0 10 0 2 4 0 0 0 2 0 0 32
9種地 0 0 0 0 0 8 0 0 0 5 0 0 7 0 0 1 3 0 0 24
10種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 0 5 0 0 0 2 1 0 12
町村類似団体 Ⅰ-0 Ⅰ-1 Ⅰ-2 Ⅱ-0 Ⅱ-1 Ⅱ-2 Ⅲ-0 Ⅲ-1 Ⅲ-2 Ⅳ-0 Ⅳ-1 Ⅳ-2 Ⅴ-0 Ⅴ-1 Ⅴ-2 小計 全体合計
Ⅰ
の
地
域
1種地 0 0 0 0 0 2 1 0 1 1 0 1 1 0 4 11 106
2種地 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 4 0 1 3 10 170
3種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 96
4種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 3 90
5種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 81
6種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 35
7種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 17
8種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6
9種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4
10種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3
Ⅱ
の
地
域
1種地 113 12 50 80 13 17 28 1 8 14 1 10 3 1 1 352 352
2種地 15 15 19 28 19 37 15 17 36 13 19 23 5 7 23 291 317
3種地 3 1 4 3 4 23 0 6 17 1 4 18 0 8 34 126 160
4種地 0 0 4 0 2 4 0 2 8 0 0 16 0 2 25 63 84
5種地 0 0 1 0 2 3 0 0 2 0 0 3 0 0 16 27 42
6種地 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 3 0 2 10 18 37
7種地 0 0 0 0 0 2 0 0 2 0 0 1 0 0 10 15 42
8種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 6 9 41
9種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 24
10種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 12
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で用いられており、種地とよく似た地域区分方法
をとっている。類似団体は、人口と産業構造を元
にして地方公共団体を地域区分している。主に、
地方公共団体が公共サービスの比較や給与水準
の比較など、他団体との比較に用いられる。表1
は、2013年度の交付税種地と類似団体とのクロス
表である。まず、都市については、都市の類似団
体番号が大きくなるにつれて、種地の番号も大き
くなっていることが確認できる。これは、Ⅰの地
域、Ⅱの地域に共通して観察される。また、大都
市においては、特例市と中核市が5種地と6種地に
多く分類され、政令指定都市は6種地以上に分類
される。8種地以上は政令指定都市のみの分類と
なっている。次に、町村について見てみれば、Ⅰ
の地域に分類された町村は30団体に満たない。Ⅱ
の地域においては、緩やかではあるが、町村の類
似団体番号が大きくなれば種地番号も大きくなっ
ており、相関しているように見受けられる。
なお、種地と類似団体の地域区分の関連につい
ては、独立性の検定を行うことで確認できる。サ
ンプルサイズが大きなⅠの地域に区分された都市
と、Ⅱの地域に区分された町村において、帰無仮
説「両地域区分は独立である」とした独立性の検定
を行ったところ、Ⅰの地域の都市について、検定
統計量はχ2（153）=1372.82となり、Ⅱの地域の町
村について検定統計量はχ2（98）= 639.87であり、
いずれにおいても有意水準1%で「両地域区分は独
立である」という帰無仮説は棄却される。なお、
Ⅰの地域に区分された都市についての検定とⅡの
地域に区分された町村についての検定とで自由度
が異なるのは、町村における類似団体の地域区分
が少ない上に、Ⅱの地域の9種地、10種地に地域
区分された町村がなかったためである。
表2は2012年度から2013年度にかけて行われた
種地の変更についてまとめたものである。2012年
度の種地を左側に、2013年度の種地を上側に記し
ている。例えば、2行1列目の11団体という数字は、
2012年度に地域Ⅰの2種地であった市町村が2013
年度には地域Ⅰの1種地に変更になったことを示し
ている。なお、表が煩雑となることを避けるため
に、ここでは変更のあった市町村数のみを記載し
ており、表の対角成分はゼロとなっている。
種地の変更を示した表2を概観すると、2013年
度は、種地の見直しが行われた年度であり、全体
表2. 種地の変更（2012年度〜 2013年度）
2013
2012
Ⅰの地域 Ⅱの地域
1種地 2種地 3種地 4種地 5種地 6種地 7種地 8種地 9種地10種地1種地 2種地 3種地 4種地 5種地 6種地 7種地 8種地 9種地10種地 合計
Ⅰ
の
地
域
1種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 8
2種地 11 0 3 0 0 0 0 0 0 0 2 4 2 0 0 0 0 0 0 0 22
3種地 0 9 0 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 15
4種地 0 0 5 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 9
5種地 0 0 0 3 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6
6種地 0 0 0 0 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3
7種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
8種地 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
9種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
10種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
Ⅱ
の
地
域
1種地 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14 0 0 0 0 0 0 0 0 15
2種地 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 6 0 11 0 0 0 0 0 0 0 21
3種地 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 0 5 0 0 0 0 0 0 14
4種地 0 0 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 5 0 2 0 0 0 0 0 11
5種地 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 3 0 0 0 0 9
6種地 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 3 0 0 0 8
7種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2
8種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
9種地 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1
10種地 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
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で146団体が変更となった。Ⅰの地域のある種地
からⅠの地域の別の種地への変更があったのは46
団体、同様にⅠの地域からⅡの地域への変更が
あったのは18団体、Ⅱの地域からⅠの地域への変
更は18団体、Ⅱの地域からⅡの地域への変更は64
団体であった。団体数だけで見れば、Ⅰの地域か
らⅠの地域、Ⅱの地域からⅡの地域といったよう
に地域区分内での種地の変更が110団体（約75%）
と多く、地域を変更する種地の変更は全体の約
25%程度であった。
なお、スペースの問題で表としては掲載してい
ないが、2012年度は全体で45団体、2014年度は全
体で15団体であった。2012年度のⅠの地域から
Ⅰの地域への変更は1団体（2014年度0団体）、Ⅰ
の地域からⅡの地域への変更は10団体（2014年度
1団体）、Ⅱの地域からⅠの地域への変更は4団体
（2014年度8団体）、Ⅱの地域からⅡの地域への変
更は30団体（2014年度6団体）であった。
図1は、各種地ごとの基準財政需要額（左軸）と
一人あたり基準財政需要額（右軸）を示したもので
ある。図1aは、Ⅰの地域の1種地から10種地までの
数値であり、図1bはⅡの地域の1種地から10種地
の数値である。まず、図1aと図1bの左縦軸最大値
を比較すると、Ⅰの地域の方が基準財政需要額の
水準で大きくなっている。これは、Ⅰの地域に分
類された市町村が各地方における中核的都市であ
るためである。一方、右縦軸の一人あたり基準財
政需要額を比較するとⅡの地域の方が大きくなっ
ている。これは、Ⅱの地域の人口が相対的に少な
く、一人あたりの金額が大きくなるためである。
次に、基準財政需要額の1種地から10種地の金
額を見てみると、Ⅰの地域（図1a）、Ⅱの地域（図
1b）に共通して種地番号が大きくなるにつれて、
基準財政需要額が大きくなっていることがわか
る。特に、態容補正による影響だけでは無いもの
の、政令指定都市が区分されているⅠの地域の7
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図1a. 種地の地域区分と基準財政需要額（Ⅰの地域、2013年度）
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種地から10種地においては、他の種地と比べて大
きな金額となっている。
一人あたり基準財政需要額は、Ⅰの地域、Ⅱの
地域のいずれの場合であっても、人口規模の小さ
な1種地が大きな金額となった。種地番号が大き
くなるにつれて、一人あたり金額は小さくなって
いくが、Ⅰの地域の8種地からは反転しているこ
とが認められる。これも政令指定都市が区分され
ていることを反映している。
本稿では種地の地域区分に注目しているため、
Ⅰの地域（図1a）とⅡの地域（図1b）とに分けてグラ
フを描いているが、人口規模で両者の接続を試み
れば、Ⅰの地域1種地の人口規模は、Ⅱの地域4種
地と5種地の間に入る規模となる。Ⅰの地域1種地
の一人あたり基準財政需要額が約30万円、Ⅱの地
域の4種地と5種地が20万円弱であることを踏まえ
れば、もしもグラフを統合したとすれば、Ⅰの地
域の1種地によって、Ⅱの地域の4種地と5種地の
間のあたりに「コブ」ができる形状となる。これは
門前・福重（2002）や広田・湯之上（2016）などで示
されるように、一人あたり基準財政需要額が人口
について3次関数で示されるとする指摘とも整合
的である。
4．差分の差分を用いた種地の影響に関する分析
ここでは、種地の変更による基準財政需要への
影響を差分の差分による分析で明らかにする。差
分の差分による分析とは、政策変更などの影響
を受けた処置群（treatment group）の政策実施前
後の差と政策変更などの影響のなかった対照群
（control group）の政策実施前後の差を比較して、
政策などの影響を分析する手法である6。すなわ
6 分析手法についての詳細な解説はAngrist and Pischke（2009）などを参照されたい。
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図1b. 種地の地域区分と基準財政需要額（Ⅱの地域、2013年度）
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ち、政策の効果を
｛（政策影響有・政策実施後）  
  －（政策影響有・政策実施前）｝ 
－｛（政策影響無・政策実施後）  
  －（政策影響無・政策実施前）｝
の結果で判断しようとする分析手法である。
本稿では、パネル分析固定効果モデルを用い
て、基準財政需要額を被説明変数とし、種地変
更のタイミングをダミー変数で表して分析を行
う。基準財政需要額の分析でコントロール変数と
して用いられる人口、人口の2乗項、人口の3乗項
も説明変数に加えて分析を行った。中井（1986、
1988）、貝塚他（1986、1987）、林（1987）などでは、
人口の2乗項までで分析が行われているが、門
前・福重（2002）で人口の3乗項を含めた推定が提
案され、モデルの当てはまりも良いことから、本
稿でもそれを踏襲している。
種地の変更を捉えたダミーとしては、地域と種
地を合わせて何らかの変更があった場合に1をと
る「種地（全体）の変更ダミー」、地域の変更があっ
た場合に1をとる「種地（地域）の変更ダミー」、Ⅰ
の地域からⅡの地域への地域変更があった場合に
1をとる「地域変更（Ⅰ→Ⅱ）ダミー」、Ⅱの地域か
らⅠの地域への地域変更があった場合に1をとる
「地域変更（Ⅱ→Ⅰ）ダミー」、地域は同じだが種地
の変更があった場合に1をとる「種地変更ダミー」、
種地の番号が小さな番号から大きな番号への変
更があった場合に1をとる「種地変更（小→大）ダ
ミー」、種地の番号が大きな番号から小さな番号
への変更があった場合に1をとる「種地変更（大→
小）ダミー」の7パターンのダミー変数を設定した。
表3は種地変更による基準財政需要への影響に
表3. 推定結果
被説明変数：基準財政需要額
説明変数 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)
人口 26,256.288** 26,277.384** 26,329.741** 26,062.820** 26,344.988** 27,722.618** 26,959.601**(13,001.135) (13,003.456) (13,024.004) (12,998.142) (13,003.927) (12,991.419) (13,015.279)
人口（2乗） 70.321*** 70.476*** 70.445*** 70.557*** 70.448*** 68.865*** 70.092***(9.593) (9.594) (9.603) (9.590) (9.594) (9.592) (9.598)
人口（3乗） 0.005*** 0.005*** 0.005*** 0.005*** 0.005*** 0.005*** 0.005***(0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) (0.002)
種地（全体）の 
変更ダミー
31,369.714
(27,703.204)
種地（地域）の 
変更ダミー
-15,468.691
(47,495.714)
地域変更 
（Ⅰ→Ⅱ）ダミー
8,333.728
(89,330.897)
地域変更 
（Ⅱ→Ⅰ）ダミー
137,230.096*
(77,722.583)
種地変更 
ダミー
13,948.372
(25,804.646)
種地変更 
（小→大）ダミー
151,900.574***
(46,802.949)
種地変更 
（大→小）ダミー
51,573.026
(44,932.031)
定数項 7,229,784.290*** 7,224,455.551*** 7,221,634.331*** 7,234,894.922*** 7,220,689.290*** 7,161,456.417*** 7,185,862.414***(706,230.395) (706,346.408) (707,483.209) (706,051.178) (706,374.686) (705,542.974) (707,054.168)
サンプルサイズ 5,145 5,145 5,145 5,145 5,145 5,145 5,145
決定係数 0.313 0.313 0.313 0.314 0.313 0.315 0.313
（注：括弧内は標準偏差を示す。***、**、*は、それぞれ1%、5%、10%の有意水準を示す。）
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大きな数字になる変更は、少なくとも減額にはな
らないように行われているようである。
5．まとめ
本稿では、普通態容補正に用いる地域区分であ
る種地による基準財政需要額への影響について分
析を行った。態容補正は、地方交付税制度の前身
である地方財政平衡交付金制度から存在し、基準
財政需要額の算定に深く関わっている補正係数で
ある。地方交付税の複雑な算定構造を明らかにす
る上で、態容補正の影響を分析することは重要で
あるといえる。
まず、種地に関する基礎的分析において、種地
と似た表記を用いる類似団体による地域区分との
比較を行い、種地の分布を概観するとともに、二
つの地域区分に相関があるということを確認し
た。そして種地の地域区分の見直しが行われた
2013年度に注目して、主に地域区分内の種地変更
が行われていることを確認した。
次に種地の変更によって基準財政需要額が変化
をするのかについて、差分の差分による分析を行
い、種地変更のあった市町村と種地変更のなかっ
た市町村との基準財政需要額の差について分析し
た。その結果、単に何らかの形で種地の変更が行
われたと言うだけでは差は確認されず、Ⅱの地域
からⅠの地域への変更が行われた場合や種地番号
が小さな数字から大きな数字への変更が行われた
場合に、基準財政需要額が増加していることが確
認された。こうした結果は、都市化の度合いに応
じて基準財政需要額が増額されていることを示す
とともに、数ある補正係数の中でも普通態容補正
に関するものが基準財政需要額に影響を及ぼして
いることを示唆している。
さて、本研究結果は地方交付税の算定構造を明
らかにしたというだけでなく、実証分析を行う際
の操作変数の提供という貢献も期待される。繰り
返しになるが本稿の推定結果は、種地変更が基準
ついての推定結果を示したものである。なお、分
析に先立ち2011年度の基準財政需要額を用いて、
並行トレンドの確認をしたところ、処置群と対照
群の間に有意な差は認められなかった。まず、ど
のような形であれ種地が変更された事実を捉えた
種地（全体）の変化ダミーの係数の値は、正の値で
あったが有意な結果とはならなかった（列（1））。
また、種地の地域が変更された事実を捉えた種地
（地域）の変化ダミーの係数の値は負の値であった
が、有意な結果とはならなかった（列（2））。また、
種地の変化を捉えた種地ダミーの係数は正の値で
あったが、有意な結果とはならなかった（列（5））。
こうした結果は、単に種地の変更という事実に注
目するだけでは基準財政需要額への影響を捉え切
れないことを示している。そこで、地域の変更や
種地の変更をそれぞれ分解して分析を行った。
まず、種地の地域変更を分解して行った分析で
は、Ⅱの地域からⅠの地域への変更を捉えた地域
変更（Ⅱ→Ⅰ）ダミーの係数は10%の有意水準で正
の値に推定された（（4）列）。これはⅠの地域の平
均的な基準財政需要額がⅡの地域のそれを上回る
ためであると考えられる。その一方で、種地の地
域がⅠの地域からⅡの地域へと変更になった事実
を捉えた地域変更（Ⅰ→Ⅱ）ダミーは有意な値とは
ならなかった。Ⅰの地域からⅡの地域への変更に
ついては、少なくとも減額にならないように行わ
れていると考えられる。
次に、種地の変更を二つのダミー変数に分解し
て分析を行った。その結果、種地番号が小さな数
字から大きな数字（例えば、1種地から2種地）への
変更を捉えた種地変更（小→大）ダミーの係数は
1%の有意水準で正の値として推定された。図1で
も見たように、種地の増加によって基準財政需要
額が増加していることがここでも確認できた。一
方、種地変更（大→小）ダミーの係数は統計学的に
見て意味のある数字とは推定されなかった。地域
変更の場合と同じく、種地番号が小さな数字から
86
Journal  of  Policy  Studies   No.55  (March  2018)
財政需要額の変化を通じて、地方交付税交付金に
影響を及ぼしている可能性を示唆している。言い
換えれば、種地変更の有無が地方交付税のシフト
パラメータとなっている可能性がある。すなわ
ち、種地変更の有無を地方交付税に関する操作変
数として用いることが可能となるかもしれない。
種地に関する研究は緒に就いたばかりである
が、今後も種地に関する研究が蓄積する中で、種
地による地域区分を利用した空間計量モデルの作
成も可能になるかもしれない。近年、地域間の相
互関係を実証分析に取り入れる工夫は継続されて
いるが、地方交付税制度を背景にした地域間の相
互関係をモデル化することは、わが国の地方財政
の置かれた状況をより的確に表現することに繋が
り、現状把握ならびに政策への還元に有意義であ
ると考えられる。
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